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○議事日程

平成２２年第１回上毛町議会臨時会議事日程

平成２２年５月２４日　午前１０時００分　開議

日程第　１　会議録署名議員の指名
日程第　２　会期の決定
日程第　３　諸般の報告
日程第　４　議案第３１号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）
日程第　５　議案第３２号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）
日程第　６　議案第３３号　工事請負契約の締結について（築上東中学校屋内運動場等改築工事）
○　会　議　の　経　過
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開議　午前１０時００分

○議長（村上正弘君）定刻になりました。皆さん御起立をお願いいたします。一礼して着席願います。
　ただいまの出席議員は全員です。今から平成２２年上毛町議会第１回臨時会を開催します。

　直ちに本日の会議を開きます。

　本日の議事日程は、お手元に配付のとおりです。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。

　本臨時会の会議録署名議員に、２番　宮崎議員、３番　峯議員を指名します。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第２、会期の決定を議題とします。
　臨時会招集の告示を受け、議会運営委員長に臨時会の運営について諮問いたしましたところ、５月２１日、議会運営委員会を開催していただき、答申をいただきました。
　委員会の答申は、会期を本日１日とする答申です。

　お諮りします。臨時会の会期は、議会運営委員会の答申のとおり、本日１日としたいと思いますが、御異議ありませんか。

（「異議なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）異議なしと認めます。よって、本臨時会の会期は本日１日とすることに決定しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第３、諸般の報告を行います。
　本臨時会に提出された案件は、町長から専決処分の承認２件、工事請負契約の締結について１件の計３議案であります。

　議事日程をお手元に配付していますのでごらんください。
　本日の日程は、提案理由の説明を受けた後、引き続き議案内容の説明を受け、質疑を行います。質疑が終了した後、討論、採決を行いますので、御了解ください。
　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしましたところ説明員として、お手元に配付の名簿のとおり説明員の出席報告がありましたので、これを許可し出席いただいております。

　これで諸般の報告を終わります。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。

　日程第４議案第３１号、日程第５議案第３２号、日程第６議案第３３号、以上３件を一括上程します。

　提案理由の説明を求めます。町長。
○町長（鶴田忠良君）おはようございます。それでは、提案理由の説明を申し上げます。

　本日ここに平成２２年第１回上毛町議会臨時会を招集いたしましたところ、議員各位には公私にわたり御多忙中のところ、御出席を賜り厚く御礼を申し上げます。
　本日の臨時議会に提案いたしました案件は、専決処分が２件、工事請負契約の締結についての１件の計３案件であります。順次、提案理由を御説明申し上げます。
　議案第３１号　専決処分の承認を求めることについて、これは上毛町税条例の一部を改正する条例でありますが、年少扶養控除の廃止による扶養情報の把握方法を定めること及びたばこ税の税率改正等の地方税法改正が行われたことに伴い、それに準じて本町税条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分いたしたものであります。
　議案第３２号　専決処分の承認を求めることについて、これは上毛町国民健康保険条例の一部を改正する条例でありますが、国民健康保険税の賦課限度額の引き上げ及び非自発的失業者に対する保険税の軽減制度創設等の地方税法の改正が行われたことに伴い、それに準じて本町国民健康保険税の条例の一部を改正する条例を３月３１日付で専決処分したものであります。

　議案第３３号　工事請負契約の締結の議案についてでありますが、町の教育環境整備の一環として、老朽化した町立東中学校体育館の改築工事を行うことといたし、その関係費用を平成２１年度補正予算において予算計上し、平成２２年度に繰越明許させていただいたところでありますが、実施設計に基づきまして、このたび５月１８日に指名競争入札を実施した結果、業者が決定いたしましたので、地方自治法第９６条第１項第５号の規定により議会の議決をお願い申し上げるものであります。
　以上、概略を御説明申し上げましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重に御審議の上、御可決、御承認くださいますようお願い申し上げまして、提案理由の説明とさせていただきます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。
○議長（村上正弘君）提案理由の説明が終わりました。
───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）次に、日程第４、議案第３１号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。税務課長。

○税務課長（福田正晴君）それでは、議案第３１号を説明いたします。
　専決処分の承認を求めることについて
　上毛町税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し承認を求める。
　平成２２年５月２４日　提出
　　　　　　　　　上毛町町長　鶴　田　忠　良
　理由といたしまして、年少扶養控除廃止に伴い、扶養情報の把握方法を定めるとともに、たばこ税の税率改正等のための地方税法等の一部を改正する法律が、平成２２年３月３１日に公布されたことに伴い、これに準じて本町税条例の一部を改正する必要が生じたため、専決処分をしたものでございます。
　次をお願いいたします。

　専決第１号　専決処分書

　地方自治法第１７９条第１項の規定により、上毛町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。
　平成２２年３月３１日
　　　　　　　　　上毛町町長　鶴　田　忠　良
　皆様も御存じだと思いますけれども、平成２２年度の税改正に際し、支え合う社会の実現に向けて、経済・社会の構造変化に適応し、国民が信頼できる税制を構築する観点から改革に取り組み、第一歩として平成２２年度の税改正においては、控除から手当等の観点から、扶養控除の見直し、国民の健康の観点を明確にしたたばこ税の税率の引き上げ、納税者の視点に立つ租税特別措置の見直し等、地方税法の一部改正が行われたため、今回の条例を改正したものでございます。
　主なものについて説明させていただきます。別添上毛町税条例新旧対照表及び資料に基づき説明させていただきます。

　新旧対照表の２ページからの第３６条の３の２と、４ページからの第３６条の３の３の扶養親族申告書関係でございます。資料は１ページの１、住民税の年少扶養控除廃止後における扶養情報の把握になります。これは所得再配分の回復や所得控除から手当への考えのもと、支え合う社会づくりの第一歩として子ども手当が創設されたことから、個人住民税において２４年度分から１６歳未満の扶養親族に係る扶養控除の３３万円が廃止になり、また、高校授業料の実質無料化に伴い、１６歳以上１９歳未満の特別扶養親族に係る扶養控除の上乗せ部分の１２万円が廃止になります。所得税においても、２３年度分から同様に扶養控除が廃止されることになります。よって、所得税において扶養情報を収集する必要がなくなりましたが、個人住民税においては非課税限度額制度が設けられており、その非課税限度額判定に扶養親族の人数が用いられているため、給与所得者や年金受給者等の扶養親族申告書の提出が必要になってきます。このようなことから、この条例の改正が必要になったものでございます。

　次に、新旧対照表の５ページからの第４４条の給与所得に係る個人の町民税の特別徴収の関係でございます。資料は１ページの１の住民税の６５歳未満の者の公的年的等所得に係る所得割の徴収方法になります。これは６５歳以上の者の公的年金からの特別徴収制度が平成２１年１０月１日から始まったことにより、年金所得を有する６５歳未満の給与所得者に係る年金所得分の住民税は普通徴収の方法により納付することになりました。それにより給与所得分は特別徴収、年金所得分は普通徴収となり、納付の手間が新たに発生しておりましたが、その便宜を図るため、以前に戻し、特別徴収の方法により徴収できるようになりました。要するに６５歳未満の公的年金は給与所得に合算し、特別徴収することになったことから、条例の改正が必要となったものでございます。
　次に、新旧対照表１１ページの第９５条のたばこ税の税率及び附則第１６条の２たばこ税の税率の特例関係でございます。資料は１ページの２、たばこ税の市町村たばこ税率の引き上げとなります。これは住民の健康の観点及び将来たばこの消費を抑制するために、たばこ税が平成２２年１０月１日から引き上げられることにより、条例の改正が必要となりました。税率でございますが、旧３級品以外の製造たばこにつきましては、１,０００本につき３,２９８円が４,６１８円になり、１,３２０円の増に、旧３級品の製造たばこにつきましては、１,０００本につき１,５６４円が２,１９０に円なり、６２６円の増になっております。旧３級品以外のたばこについては、税制改正により、国、県、市町村たばこ税の合計で１本当たり３.５円の税率引き上げになり、過去の実績から１本当たり５円程度の価格上昇が見込まれることになっております。
　主なものはこういったものでございます。ほかに地方税法の改正に伴いまして、文言、項目等の変更がございます。

　以上で説明を終わらせていただきます。

○議長（村上正弘君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。質疑はありませんか。安元議員。

○５番（安元慶彦君）法律の改正で変えていかなきゃならんということですけれども、本町に与える税収の関係ですね、いわゆる扶養控除が削除されるということですから、納税者にとっては税金がふえると、私はそういうふうに思うわけですけれども、こういった点はどんなふうに、ごくアバウトでいいんですけれども、考えておりますか。

○議長（村上正弘君）税務課長。

○税務課長（福田正晴君）この改正は平成２２年４月１日より施行で、実際運用されるのは平成２４年度からになっております。年少扶養控除の対象になる人数等は把握しておりますが、その内容、税率、税金の金額等を把握する環境が、今整っておりませんので、税の増収等の関連の金額的なことについては、ちょっとお答えすることができません。現在、子ども手当等の関連もございまして、所得税につきましては増額となりますが、子ども手当による手当のほうも増額という形になりますので、所得の金額によりまして負担が大きくなる方、逆に給付が多い方と、いろいろな場合が考えられると思います。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）増額になる金額はわからないということですが、人数がわかれば、人数を説明願いたいのと、この改正の内容を見ると、特定扶養控除廃止ということの文言が入ってないようですが、なぜ入れなかったのか説明を願います。

○議長（村上正弘君）税務課長。

○税務課長（福田正晴君）議案第３１号の理由のところに年少扶養控除の廃止に伴いと書いておりますけれども、その後のたばこ税の税率改正等のための地方税法等の一部改正という表現をさせていただいております。この中に、先ほど議員さんから質問がございました特定扶養控除の分も含まれているということで、そういう表現でこの等の中に含まれているということで御理解いただきたいと思います。

　対象人数は、１６歳未満は現時点で１,０６４名おられます。

（「特定のほうは」と呼ぶ声あり）

○税務課長（福田正晴君）特定のほうは、主に高校生が対象でございますので、今のところ把握はしておりません。申しわけございません。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。
（「質疑なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）これで質疑を終わります。

　これから討論を行います。討論はありませんか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）私は、議案第３１号は反対の立場から討論いたします。子ども手当、高校授業料の無料化の財源として、住民税の年少控除の廃止、高校在学年齢に相当する特定扶養控除の上乗せ分も廃止し、これにより個人住民税は増税となるため、この議案に反対いたします。

○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。
（「討論なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）討論を終わります。

　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり承認することに賛成の議員の起立を求めます。

（起立多数）

○議長（村上正弘君）起立多数。よって、議案第３１号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町税条例の一部を改正する条例）は原案のとおり承認することに決しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第５、議案第３２号　専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。税務課長。

○税務課長（福田正晴君）それでは、議案第３２号を説明させていただきます。

　専決処分の承認を求めることについて
　上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法第１７９条の第１項の規定により、別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。
　平成２２年５月２４日　提出
　　　　　　　　　上毛町町長　鶴　田　忠　良
　理由ですが、賦課限度額引き上げ、非自発的失業者の国民健康保険税軽減制度創設等のための地方税法等の一部を改正する法律が平成２２年３月３１日に公布されたことに伴い、これに準じて、本町国民健康保険税条例の一部を改正する必要が生じたため、専決処分をしたものでございます。

　次をお願いします。
　専決第２号　専決処分書
　地方自治法第１７９条第１項の規定により、上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり専決処分する。
　平成２２年３月３１日
　　　　　　　　　上毛町長　鶴　田　忠　良

　これにつきましても新旧対照表及び資料で説明させていただきます。
　最初に、新旧対照表の１ページから２ページ及び資料の２ページにある国民健康保険税の賦課限度額の引き上げにより説明させていただきます。この条例の第２条、第２３条につきましては、国民健康保険税の医療保険分及び後期高齢者支援分に係る賦課限度額を国の定める基準に引き上げる改正でございます。医療保険分については、現在４７万円を５０万円に、後期高齢者支援分につきましては、現在１２万円を１３万円に引き上げるものでございます。
　次に、新旧対照表３ページから４ページ及び資料２ページの非自発的失業者に対する国民健康保険税の軽減により説明させていただきます。この条例は第２３条の２、第２４条の２につきましては、非自発的失業者である倒産や解雇などによる離職者に対して、在職中の保険料と比較して過重とならないようにするため、平成２１年３月３１日以降に離職された方が対象者になり、前年給与所得を１００分の３０として国民健康保険税を算定するものであり、期間は離職日の翌日の属する月からその月の属する年度の翌年度末までになります。

　主なものは今説明させていただいた内容でございます。ほかにも地方税法の改正に伴い、文言、項目等の変更がございます。

　以上で説明を終わらせていただきます。

○議長（村上正弘君）説明が終わりました。
　質疑を行います。質疑はありませんか。亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）ちょっと１、２点お尋ねしたいと思います。
　国民健康保険は我々第一次産業の方あるいは自営業というようなことでもって、ちょっと関心があるものですから、ちょっと資料で調べたところが、今回厚生労働省は高所得者層から保険料の収入をふやして、中間所得層の負担軽減を図るというねらいがあると、先ほど説明したような感じかと思いますが、この引き上げ率が過去最大と、４万の引き上げになろうと言われておりますが、高齢者が高額医療にかかっていくということはわかるんですが、非正規労働者の加入が非常に増加されておるというようなこと。この上毛町においても非正規労働者の増ですね、そうしたのがどういうような形でもって、国の平均と言ったらおかしいけれども、よその自治体あたりよりも、余り変わらないくらいな伸びを示しておるのかどうかをお尋ねしたいと思います。

　それから、料率あたりは所得の比例に対して、それぞれの町村の所得の率によって異なることと思いますけれども、国は限度額の一定は、現行法では６３万に定めておると言われておりますが、それはそれで合っているかどうか、その点をお尋ねしたいと思います。
○議長（村上正弘君）税務課長。

○税務課長（福田正晴君）非正規労働者の年金の加入数については確実にふえているとは思っておりますが、数字的には、済みません、把握はしておりません。

○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）もう１点、限度額ですね、国が一律に示しているのが、現行法では６３万なんですね。これは料率あたりはそれぞれの市町村で異なるということでもって、うちは今度４７万が５０万になるわけですね。国は今まで、現行では６３万と言われておるが、それが事実かどうかということをお尋ねしよるんです。私が調べたのがそうだったからね。
　国は単身世帯の年間の所得ベースで見ると７６０万円で、現行では６３万円、これが国が一律に定めておる限度額ということなんですね。だから、各町村の料率あたりは、所得の云々とか、その比率によって違ってくるというような基準の示し方をされているから、これが事実だろうかどうだろうかということをお尋ねをしています。

○議長（村上正弘君）税務課長。

○税務課長（福田正晴君）済みません、今その内容について把握しておりません。

○議長（村上正弘君）いいですか。

○１２番（亀頭寿太郎君）わかりました。いいです。

○議長（村上正弘君）ほかにないですが。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）まず、専決処分した理由をお伺いいたします。
　それから、限度額に達するのは年収で幾らの人が対象となるのかをお示し願いたいと思います。

○議長（村上正弘君）税務課長。

○税務課長（福田正晴君）法律が３月２４日付で可決されておりまして、施行が２２年４月になりますので、専決処分をさせていただきました。

　済みません、高額に係る年収については現在把握しておりません。

○議長（村上正弘君）ほかにないですか、いいですか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（村上正弘君）これで質疑を終わります。

　討論を行います。
　討論はありませんか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）私は、議案第３２号は反対の立場から討論いたします。非自発的失業者に対する税の軽減は評価できますが、年収１,０００万円とか２,０００万円、これを超える方は国保にはいないわけですけれども、この方に対する増税は生活にも影響がないと思いますが、国保に加入されている方は比較的所得が低い方です。年収幾らから限度額の対象になるかということを把握してないということですが、かなり低い部分からなることは明らかであります。そういう方々の増税となるため、この議案に反対いたします。

○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。
（「討論なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）討論を終わります。

　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり承認することに賛成の議員の起立を求めます。

（起立多数）

○議長（村上正弘君）起立多数。よって、議案第３２号専決処分の承認を求めることについて（上毛町国民健康保険税条例の一部を改正する条例）は、原案のとおり承認することに決しました。

─────────────────────────────

○議長（村上正弘君）日程第６、議案第３３号　工事請負契約の締結について（築上東中学校屋内運動場等改築工事）を議題とします。

　議案内容の説明を求めます。教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）それでは、議案第３３号を御説明いたします。

　工事請負契約の締結について
　平成２２年５月１８日、指名競争入札に付した築上東中学校屋内運動場等改築工事について、次のとおり工事請負契約を締結する。
　平成２２年５月２４日　提出
　　　　　　　　　上毛町長　鶴　田　忠　良

　１、契約の目的　築上東中学校屋内運動場等改築工事

　２、契約の方法　指名競争入札

　３、契約の金額　６億７,５１５万円

　契約の相手方　福岡市中央区大名二丁目４番３０号　
　　　　　　　　　株式会社大本組九州支店支店長　野涯卓也
　工期　本契約効力発生の日から平成２３年２月１５日

　理由でございますが、本工事の予定価格が５,０００万円を超えるため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第２条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　以上でございます。

○議長（村上正弘君）説明が終わりました。

　質疑を行います。質疑はありませんか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）それでは、契約の方法ですが、指名競争入札に付した理由。予定価格と最低制限価格の決め方はどのようにして決められたのか。予定価格と最低制限価格は事前に公表したのか。それから、工事の監督・検査はだれがするのか。契約保証金は幾らか。瑕疵担保の特約による瑕疵担保責任存続期間はどのくらいなのか。
　以上、お尋ねいたします。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）まず、指名競争入札に付した理由でございますが、本工事、標準的な工期計算によりますと、実日数で２２７日、約十二、三カ月かかるということでございますが、今回工事自体が８カ月強、約９カ月程度ということで、地方自治法及び地方自治法施行令の規定に基づきまして、工期が非常に不足するということで、指名競争入札でやらせていただいております。

　それから、予定価格でございますが、今回、予定価格、最低制限価格ともに事前公表をいたしております。決定につきましては、さまざまな基準に基づいて町長のほうに御決定いただいておるところでございます。

　それから、工事の監督・監理につきましては、設計会社と契約をいたしておるところでございます。

　それから、契約保証金でございますが、１０分の１以上ということで、財務規則等にも明示いたしておりますので、恐らく履行保証契約になるものと思われます。

　それから、瑕疵担保でございますが、本町の場合、瑕疵担保は３年で、重大な過失等については１０年ということで、工事約款のほうにうたっております。
○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。茂呂議員。

○９番（茂呂孝志君）指名競争入札に付した理由ですが、標準的には１年ちょっとかかるということで、８カ月で工事をするからということですから、特別な技能とか何とかがあるということだと思うんですが、地方自治法その他の関係法令を見ても、一般競争入札が原則となっています。工期を早めるために特殊な技能があるのかどうか、そのことによって単価とか、その他もろもろについて有利な面があるのかどうか、そういう具体的な説明を求めます。
　それから、予定価格の決め方について答えてないんですが。

　それから、予定価格と最低制限価格を事前公表したということですが、今、非常に建設業者は厳しい状況で、これを事前に公表すると、やっぱり皆、最低制限価格で札を入れて、今回のような事態になるということで、余り意味のない競争入札になってしまいます。その点についてどのように考えておられるのかお尋ねします。
　それから、予定価格、最低制限価格の決め方についても再度答弁を求めます。

○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）先ほど工期が不足するということで、そういった部分で専門的技量を持った方を選定いただきたいということで、指名委員会のほうにお願いをしておるところでございます。

　それから、予定価格と最低制限価格は、国・県等の基準に照らし合わせながら町長のほうに御決定いただいておると、先ほど御答弁の中で入れさせていただいております。

　事前公表の意義については、副町長に……。

○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）最低制限価格を事前公表することによって、競争力が働いてないんではないかという御指摘をいただきました。私も、まず品質の確保、それから、透明性・公正性ということの中から、平成２０年６月１日から最低制限価格、それから、予定価格の事前公表をさせていただきました。一定の成果を上げまして、公正性ということについては大変成果を得たところでございますが、茂呂議員の御指摘の内容につきまして、最低制限価格に落札が集中し、くじ引きになるということで、競争力が働いてないということの実態を踏まえまして、私ども行政として十分協議、検討させていただきました。その結果、予定価格の事前公表をいたします。そして、最低制限価格を設けます。ただし、最低制限価格の事前公表はしないという方向で、今、事務的に進めておりますし、そういう方向で６月１日の起工から、そのような内容で進めるということで、競争力が働くというふうに私どもは考えております。
　以上です。

○議長（村上正弘君）茂呂委員。

○９番（茂呂孝志君）予定価格を知れば最低制限価格は――国交省が０９年４月に最低制限価格の見直しをしてますよね。大体知っているんですよね、わかるんですよ、業者は。こんなに低価格競争の中でやると、そういうことは読めるわけですよね。ですから、最低制限価格を公表しなくても、予定価格を公表すれば、大体そこで計算をして、このくらいだろうということで、結果的には同じことになるんではなかろうかなと私は思うんですが、その点についてお尋ねします。
　それから、予定価格と最低制限価格の決め方なんですが、予定価格は材料費とか労務費とかをいろいろと考慮して決めているというふうに国は言っていますけれども、建設労務費は１９９７年度をピークに年々下がっているんですよ、ずっと十何年ね。ですから、今、建設労働者もそれで受けてもあんまりもうけがないというか、合わないというか。ですから、この入札結果表を見ても、辞退が多いですよね。もう合わないから、最初から、指名されたけれども、札は入れないと、これじゃ合わないということになっているんじゃなかろうかなと私は思うんですよ。やっぱり、そこらあたりもこれが適正な労務費なのかということで、そういう議論をしたことがあるのかどうかお尋ねしたいと思います。
○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）お答えいたします。
　公共工事で最も大切なことは価格と品質ということでございます。申し上げるまでもなく、法律の中に品質管理法というのがございまして、私どもの中で、それに適合する内容で入札を行っておるところでございます。

　茂呂議員の御心配の向きでございますが、まず、私どもが最低制限価格を設ける場合について、今おっしゃるような内容について非常に業者の皆さん方が品質管理に基づいたような内容にできにくい要素があるんじゃないかということでございますが、その最低制限価格の設定につきましては、パーセンテージは申し上げませんが、今御指摘の御心配の内容については十分配慮した中でいたしております。そういうことをまず御理解いただきたいなと思います。
　以上でございます。

○議長（村上正弘君）茂呂議員、ほかに質問者が多いので。もう３回しましたので。
　亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）四、五点お尋ねしたいと思います。
　大変景気が悪いと、また地方の財政が非常に厳しいというようなことでもって、この入札を分割入札――分割して２工区ぐらいにできなかったのか。武道場と体育館を分けてできなかったのか。最近東高等学校をああして更地にしたのは、あれは四つに、県は分けたらしいですね。そうしたことでもって、仕事を地域の業者あたりが受けやすいような形の分割はしかなったのか。

　それから町長、仮契約を結んでおると思いますが、これは建築業法第１９条に定める記載事項を準用しておるかどうか、これをお尋ねしたいと思います。

　それから、入札の件ですが、先ほど茂呂議員もおっしゃっており、また担当課長からの説明で、一般競争入札は９カ月の工期でもって余り効果がないから、一般競争入札じゃなくて、指名競争入札の方法をとったという答弁もなされたような感じがいたしました。その点はわからないことはないんですが、昭和３９年度の法改正でもって、やっぱり一般競争入札をやりなさいということを非常に法的にも強調されておると。それが今日までも続いておると思うわけでございます。
　ちょっと調べて見ると、一般競争入札は何が欠点かというと、公告やら入札等に日時を要すると、あるいは緊急の場合あたりに間に合いにくいと、先ほど担当課長が説明したようなことがこれに当てはまるんじゃないかと思いますが。また、指名競争入札の欠点は何かと申しますと、契約担当職員に引き取り上の知識がないと、非常に不利益な契約を結ぶおそれがある。また、限られた業者を指名するために、最も談合の危険性が多いと。今日のような入札の方式であれば、最低云々を示されて、先ほど議論もありましたように、云々する場合くじ引きというようなことでもって、割と談合というようなことは当てはまらないかもわかりませんけれども。

　最近メールとかいろいろな電算関係あたりが進んで、いろいろな情報が即座に入ってくる、また携帯電話等いろいろなのがあるわけでございます。そうしたことをかんがみれば、一般競争入札を地方の都市といえどもできないことはないんではないかという感じがしてなりません。新聞等によっては、やはり一般競争入札をやっているというようなところも聞いたり見たりすることも多いわけでございます。そうしたことでもって、一般競争入札の原則論を町といえども貫くべきではなかろうかというふうな感じがします。

　また、指名競争入札でやる場合、当然入札参加者の資格、基準等要件を本町としても定めておると思います。これに関して、指名業者の審査会はどうした形でもって審査等を行っておるかお尋ねをいたします。
　以上です。

○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）お答えいたします。
　建設業法の第１９条に一括下請負の禁止ということがございます。それについては十分法にクリアするように対処いたしました。
　それから、一般競争入札でございますけれども、これは御指摘のように、地方自治法２３４条につきましては、基本的なことでございますけれども、契約には４通りございまして、一般競争入札、指名競争入札、随意契約、競りということで、この中では法の中で、政令に定めること以外は――要するに一般競争入札をやりなさないと。それで、政令で定めること以外には一般競争はだめですよと。この政令で定めることにつきましては、先ほど担当課長が申しましたように３項目ございまして、その中で指名競争入札しますと、義務的な要素があって５５日かかります。そして、今回のは工期が２２２日ということの中で、暦年から言うと１２カ月から３カ月かかると。今３年生の卒業式に間に合わせたいということの中で、国の予算のつけ方ということもありまして、繰越明許した理由もそこにございまして、そういう工期の中、確実にやるということの中で、政令で定められた内容でさせていただいたということを、まず御理解いただきたい。
　それから、一般競争入札でございますが、御指摘のように、町村だから一般競争をしなくていいということは考えてございません。私ども指名競争入札の中で、本来あるべき姿は一般競争入札ということを十分理解しながら、将来に向けて検討するという指名委員会の中で方向づけをいたしてございます。

　それから、分割入札で一般競争入札なぜしなかったかということでございますが、これは先ほど申しましたように、工期の問題もございますし、効率的に効果的な方法ということをとらせていただきましたので、確実にやり終えるということを最重要視したということで、御理解いただきたいなと思っております。
　以上でございます。

○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）指名競争入札の場合、業者の参加資格やら、審査会はどうした形で行われておるか。
　それから、上毛町は過去、新吉富の場合だったか、入札保証金あるいは契約保証金、この納入あたりは今日行われておるのかどうか。行われておるとすれば何％の納入をしておるのか。

○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）まず、資格のことでございますけれども、私どもの入札の資格の制度というものがございまして、建設の場合の資格は、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、それから、スーパーＡというのがございます。今回の場合はスーパーＡというのを県内の指名願いをいただいた中から、まず選定いたしまして、実績のあるところ、それだけの会社としての信頼性に対する株式の内容等審査していただきましたので、内容につきまして、ちょっと、今私資料を持っておりますが、私ども資格という中で適合する内容を選定させていただいております。
　それから、保証金については、担当課長のほうから。

　審査会につきましては、その指名委員会の中で、スーパーＡという内容を選ばせていただいたということでございます。

○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）入札保証金と契約保証金の関係で、入札保証金につきましては免除規定を適用して取っておりません。それから、契約保証金は１０分の１以上ということで、規定に基づくもので提出されると考えております。

○議長（村上正弘君）亀頭議員。

○１２番（亀頭寿太郎君）最後になるけれども、一番聞きたいところの分割ですね、例えば武道場と体育館を２工区に分けての入札の方法はなかったのかと。一括でしょう。二つに分けると。経済的に非常に厳しいと、仕事がないと、地方には特に云々と言われておる時期でもあるから、そういう方法をとらなかったのか、とらない理由。最近、東高等学校が、ああして解体して更地になった、あれ４工区に分けたらしいです。県はそうした形で、地元の業者にというような形で取り組んでおるというようなことです。その点をお尋ねしたい。

○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）今回、分割をしなかった部分というんですが、構造的に屋根も一体でございますので、非常に困難であるということで、一括で入札をいたしております。

○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）先ほど、私がちょっと正確に申し上げできませんでしたので、上毛町の工事別等級別格付標準基準表というのがございまして、その基準に基づきまして選定させていただいております。正確に申し上げます。失礼しました。

○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）先ほどの関連もありますが、瑕疵担保の期限が３年と、これは３年以上、５年というのはできないのか、その辺がまず１点。

　それから、検査等はだれがやるのかということで出ておりましたように、担当は教育委員会のほうになると思いますが、全く素人ばっかりなんですよ、本庁の関係はですね。特別に技術的なものを持っている人がないんだから、やはり私は床掘りの検査、それから、鉄筋が最近は設計した当時とは大分違うんです、鉄類が上がってきているから。規格どおりの鉄骨でやれるのかどうか、この辺が非常に感じられるんですが。

　設計者が、この方は過去４回ですかね、先般、コミュニティーセンターのときも議会の要望で、途中で議会で見に行くようにしてくれということを頼んだところが、完成した時点で、議会にようやく連絡をとって見に行ったと。そうすると、そのときに若干のすき間が生じておったのをどうするのかというようなことで出とったと思うんです。
　だから、工事をせっかく６億も７億もかけてやる工事に、過去は３９年で終わったというようなことですけど、本当にそうした設計どおりの材料を使って、強固なものにしてあるのかどうかという問題点があるから、私は、まず床掘りは設計書どおりにやっているのかという時点と、それから、ベースを打った時点で、鉄骨が本当に規格どおりの鉄骨でやられておるかというところ。骨組み骨組み、要所要所を完全に検討するなら、そう簡単に悪くなるはずはないんですよ。だから、途中で適当な鉄骨を使ってやれば――これは古材であろうと何であろうと、新品には間違いないんですからね、そうした設計どおりのと。

　ただ、このアスク設計が過去４回も同じようなことをやっておるから、やはり今回は、孫子の代までつながっていく学校関係、特に耐震の問題が考慮されて設計されておると思うから、議会にしても、全員が行くということは不可能であっても、その都度都度、けじめ、けじめのときに、やっぱり議会でもでき得る限りの検討をと。もちろん建設課の課長も行くべきだと思う。建築のほうは、やはりほかの工事と同じであって、そうしたところを教育委員会として考えておるのかどうか。先ほどの話では、設計者と何とでするんだと。設計者はですね、設計監督料というのは、もう既に設計した時点で取っている。だから、１週間に一遍来るか十日に一遍来るかわからないけれども、その時点で業者とは大体話ができておるはずなんです。だから、第三者が、本当にそうしたいろんな面を考えていくなら、やはり良心的な本当の仕事をやってくれると思うんです。そういう面で、教育委員会としてもどう考えておるのか。あるいは、ただ検査の時点では、設計者と執行部で見て、ああ、これはよくなりましたねというような程度では、税金を使ってやるんだから、住民はやはりいろいろ考えておるですよ、何億もかけてやるということで。
　だから、まず、お尋ねしたいのは、そういう要所要所のときの監督というんですか、検査。写真判定はあるんですが、床掘りの検査でも、写真の写しようによっては５センチ、１０センチの差がすぐつくんですよ。だから、そういうところを正確な写真を撮るためにも、良心的にぴしゃっとしたまず床掘りの検査。それと、鉄骨の鑑定ですね。いわゆる鉄骨が相当来るはずですから、そのときにこの鉄骨はどこに使うんだという区別ができておると思うから。先ほども言いましたように、ただ設計者が見て、これでいいんだというだけじゃない、本当に設計したとおりの、規格どおりの品物が来ておるかどうか。そこら辺をどう考えておるのかをお願いします。

○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）まず１点、瑕疵担保の件でございますが、瑕疵担保自体が、公共工事につきましては、中央建設業審議会が国土交通省所管のところが定めた工事約款に基づいて作成しておりまして、通常国・県、他市町では２年という部分を、うちは３年にいたしておるという部分で御理解をいただきたいと思います。

　それから、検査の関係でございますが、まず、業者に任せるということではなく、私どもも可能な限り現場に足を運んでまいりたいと思っておりますし、議員御指摘の議会の皆様にごらんいただく機会も、工程の中で確認をしながら設けてまいりたいと。
　それから、建設課長が専門でございますので、そういった部分で、私どもが御相談に応じていただける部分につきましては、御相談申し上げながら、監理を努めてまいりたいというふうに考えております。

○議長（村上正弘君）福島議員。

○１１番（福島文博君）瑕疵担保は２年と。これは金額で決まっているんですか、それとも条例で決まっておるんですか。

　それと、先ほど言いましたように、議会にはその都度連絡してもらいたい。私は暇だから毎日行ってもいいですよ、見に行きますよ。だから、まず、どの程度床掘りをしておるのかと。先般話をしましたときに、日本プラストが工事をやって、あの山を６メートル掘っておるんです。だから、中学校も同じ山であって、下はかたいと思うんです。だから、何メートルにしておるのか、設計書も知りませんけどね。耐震というものを前提にして設計を組んでおるから、まず、床掘りがどういうふうな設計になっておるのか。我々は設計書を見てないからわかりませんけどね。
　だから、先ほど申しましたように、床掘りをして、そしてベースを打って、いわゆるステですね、それに鉄筋を立てるんだから、そのときの鉄筋は、恐らく２階ですから、相当強固なものにしてあると思う。だから、その規格どおり、設計どおりの鉄骨を、果たして使用されておるのか。立てる前にもう来ておるはずですから。
　そういう面はね、連絡とってもらえば行きますよ。何も日当くれとか言うんじゃなくて、やはり永久的な施設ですから。そういうことができると思うんですから、暇なと言っちゃ悪いが、文教厚生委員会だけでもいいんだけれども、連絡とってもらえば、その都度見に行きたいと思う。それが一番主です。ただ、設計者というのは、先ほど言いましたように、１週間か十日に一遍来てね、工事の工程表を見て、これはうまく工程表どおりにいきよるなということでとやかくは言わないんですよ。だから、そこに問題点がある。そういうことでお願いしておきますよ。
○議長（村上正弘君）回答はいいですか。

○１１番（福島文博君）連絡してくれるですね。議長、委員会だけでも連絡するかせんか、それを聞いてください。

○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）全体の工程を見まして、議会事務局長とも御相談しながら、ごらんいただく機会を設けたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いします。
○議長（村上正弘君）大山議員。

○６番（大山　晃君）私、この資金調達なんですが、６億７,０００万円という大金ですね、最終的な金融借り入れ先というか、私はちょろっと聞いたんですが、合併特例債等を使わせていただくと、そのとおりでいいんですかね。
○議長（村上正弘君）教務課長。

○教務課長（岡崎　浩君）財源でございますが、一つは、国の文部科学省の補助金が２億４,３００万円、安心・安全な学校づくり交付金ということで入ってございます。残りを合併特例債という形で充当いたすようにいたしております。

○議長（村上正弘君）いいですか。

○６番（大山　晃君）わかりました。

○議長（村上正弘君）ほかにないですか。安元議員。

○５番（安元慶彦君）この件についてはもう余り質問はしまいと思っておりましたけれども、先ほどの副町長の答弁の中で、私が３月の議会のときに一般質問の中で、行政改革の進度の関係でした中で、公共工事をできるだけ安く、早く言えば節約といいますか、倹約ですよね。その中で、最低価格についてはどうかということを私が尋ねましたら、副町長は検討したい、今後検討しますと、こういう答弁やったんですね。これは議事録を見てもらったらわかりますから。そうしたら、今回また、こういう結果になっているわけですね、設けられて。
　そして、この結果の票が、１７社指名した中で３社が辞退をして、第１回の価格は全部横並びできておると。私は、こういうことを見ますと、やはり最低価格に全部合わせた形で、これは偶然と言えば偶然の答弁になるかもわかりませんけれども、全部横並びできておるということは何となくという感じもしますし、辞退したことが、私どもはこれより安くできるけれども、これを書くと失格になるからもう辞退をしようと言ったのか、あるいは、こんなに安くはできないから辞退しようと言ったのかわかりませんけれど、私はまさにこの最低価格の弊害というのはこういうところにあるんじゃないかという感じがするんですよ、今回のこういう入札を見ますとね。
　それで、検討しますという３月の答弁に対して、副町長はどんなお考えを持っているんですか。
○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）お答えいたします。
　検討いたしますということについて、先ほど申しましたように、事前公表、予定価格、最低制限価格をいたしました。結果的に、今御指摘のように、最低制限価格にて落札して、くじだということでした。その中で、まず、競争性が働いておるのかという中でのあり方として、２０年に制定したこの実態を踏まえながら検討していくという中には、ここ辺を私どもとして十分検討させていただくと。ですから、最低制限価格は設定しますと。これは品質の管理の状況から当然設定します。しかし、今回は事前公表はしません。６月１日からの起工については、最低制限価格の事前公表はいたしませんということにさせていただきます。それで、今回の入札は、まだ６月１日ではございませんので、最低制限価格の事前公表をいたしました。それで、そこに集中したということになったわけでございます。

　それから、辞退した内容についてはどうかということについては、所管課長のほうからも報告を受けておりますけれども、やっぱり工期の関係――先ほどありましたように、一般競争入札ということになりますと工期の関係も非常に厳しいということを御判断されたんではないかと所管課長のほうから報告を受けております。
　以上です。

○議長（村上正弘君）安元議員。

○５番（安元慶彦君）６月１日以降の分については、最低を設けないということを確認しておきます。公表しないと。そうでしょう、いいんですね。
○議長（村上正弘君）副町長。

○副町長（奥野勝利君）お答えいたします。
　６月１日の起工からの分につきましては最低制限価格は設けますが、最低制限価格の事前公表はいたしませんということで御理解いただきたいと思います。

○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。
（「質疑なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）質疑を終わります。
　これから討論を行います。討論はありませんか。茂呂議員。
○９番（茂呂孝志君）私は、議案第３３号に反対の立場から討論いたします。
　建設労務費は１９９７年をピークに、連続して１０年以上下落しています。その実態賃金を設計労務費として予定価格づくりに採用することが公共工事の適正労務費とはいえません。それから、瑕疵担保についても３年というのは短い。
　以上の理由を申し上げて、この議案に反対いたします。

○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。安元議員。
○５番（安元慶彦君）私は賛成の立場から討論をいたします。
　提案の中にありましたように、現在の中学３年生を、ぜひこの施設を使って卒業式を送りたいと、こういった配慮。それから、指名の関係が出ておりましたけれども、これはもう申すまでもなく、その会社の資質、信用ですね、そういったものを十分検査をして指名をするわけですから、これは一般入札に比べて非常に信頼性が高いということの中で、工期の関係もありますし、適正な処置であるというふうに、さっき質問しました、この内容につきましては、これは疑えば切りのない話になりますけれども、今日までとってきた、これから先の工程等につきましても、そういった配慮があるということで、賛成をいたします。

○議長（村上正弘君）ほかにありませんか。

（「討論なし」という声あり）

○議長（村上正弘君）討論を終わります。
　これから本案を採決します。

　本案を原案のとおり決することに賛成の議員の起立を求めます。

（起立多数）
○議長（村上正弘君）起立多数。よって、議案第３３号　工事請負契約の締結について（築上東中学校屋内運動場等改築工事）は原案のとおり決することに決しました。

───────────────────────────────

○議長（村上正弘君）これで本日の日程は全部終了しました。
　平成２２年上毛町議会第１回臨時会を閉会します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　閉会　午前１１時０９分

○上記、会議の経過を記録して、事実と相違ないことを証するため、ここに署名する。
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